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（発信日）2026年５月13日 
（電子提供措置の開始日）2026年５月８日 

投 資 主 各 位 
 東京都千代田区神田淡路町二丁目３番地６ 

 オ ー プ ン ハ ウ ス リ ー ト 投 資 法 人 
執行役員 荒 木  亨 

第３回投資主総会招集ご通知 

拝啓 平素は本投資法人に格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

 さて、本投資法人の第３回投資主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご

出席くださいますようご通知申し上げます。 

 なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ます。お手数ですが後記の投資主総会参考書類をご検討いただきまして、同封の

議決権行使書面に議案に対する賛否をご記入いただき、2026年５月28日（木曜日）

午後６時00分までに到着するよう折り返しご送付くださいますようお願い申し上

げます。 

 また、本投資法人におきましては、投資信託及び投資法人に関する法律（昭和

26年法律第198号。その後の改正を含みます。以下「投信法」といいます。）第

93条第１項の規定に基づき、現行規約第17条において、「みなし賛成」に関する

規定を次のとおり定めております。従いまして、投資主様が当日投資主総会にご

出席になられず、かつ、議決権行使書面による議決権の行使をなされない場合、

出席した投資主様の議決権の数に算入され、かつ、本投資主総会における各議案

について、賛成されたものとみなしてお取扱いすることになりますので、ご留意

くださいますようお願い申し上げます。 

 
（本投資法人現行規約抜粋） 

第17条（みなし賛成） 

１．投資主が投資主総会に出席せず、かつ、議決権を行使しないときは、当

該投資主は、その投資主総会に提出された議案（複数の議案が提出され

た場合において、これらのうちに相反する趣旨の議案があるときは、当

該議案のいずれをも除く。）について賛成するものとみなす。 

２．前項の規定に基づき議案に賛成するものとみなした投資主の有する議決

権の数は、出席した投資主の議決権の数に算入する。 

 

なお、本投資主総会の招集に際しては、投資主総会参考書類等の内容である情報

（電子提供措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の

本投資法人のウェブサイトに「第３回投資主総会招集ご通知」として掲載してお

りますので、以下の本投資法人のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださ
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いますようお願い申し上げます。また、本投資法人におきましては、書面交付請

求の有無にかかわらず、全ての投資主様に対して書面により投資主総会参考書類

等をお送りしております。 

 

【本投資法人のウェブサイト】 

https://openhouse-reit.co.jp/ 

 

敬 具 

記 

１．日   時： 2026年５月29日（金曜日）午後２時00分 

２．場   所： 東京都千代田区神田淡路町二丁目３番地６ 

淡路町トーセイビル２階 

株式会社オープンハウス不動産投資顧問 大会議室 

（末尾の投資主総会会場ご案内図をご参照ください。） 

 

３．投資主総会の目的である事項： 

決 議 事 項           

第１号議案：規約一部変更の件 

第２号議案：執行役員１名選任の件 

第３号議案：監督役員２名選任の件 

第４号議案：補欠執行役員１名選任の件 

以 上 
                                     

（お願い） 

◎本投資主総会に当日ご出席の際は、お手数ですが同封の議決権行使書面を会場

受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。 

◎代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の投資主の方１名

を代理人として本投資主総会にご出席いただくことが可能ですので、代理権を

証する書面を議決権行使書面とともに会場受付にご提出くださいますようお願

い申し上げます。 

◎ご返送いただいた議決権行使書面において、各議案につき賛否の表示をされな

い場合は、賛成の表示があったものとして取り扱います。 

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、インターネット上の本投資法人の

ウェブサイトにその旨、修正前の事項及び修正後の事項を掲載いたしますので、

ご了承ください。 
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投資主総会参考書類 

 

議案及び参考事項 

第１号議案：規約一部変更の件 

１ 変更の理由 

一般社団法人投資信託協会が一般社団法人日本投資顧問業協会と、2026

年４月１日付で合併し、新たに「一般社団法人資産運用業協会」が発足

することに伴い、現行規約中にある文言を変更したほか、第1期営業期

間の終了により不要となった規定を削除するものです。 

 

２ 変更の内容 

変更の内容は、以下のとおりです。 

（下線は変更部分を示します。） 

現 行 規 約 変 更 案 

第39条（資産評価の方法及び基準） 

(10)その他 

前各号に定めがない場合には、投信法、投資
法人の計算に関する規則（平成18年内閣府令
第47号。その後の改正を含む。）、一般社団
法人投資信託協会（以下「投信協会」とい
う。）の評価規則に準じて付されるべき評価
額又は我が国において一般に公正妥当と認め
られる会計の基準により付されるべき評価額
をもって評価する。 

第39条（資産評価の方法及び基準） 

(10)その他 

前各号に定めがない場合には、投信法、投資
法人の計算に関する規則（平成18年内閣府令
第47号。その後の改正を含む。）、一般社団
法人資産運用業協会（以下「資産運用業協
会」という。）の評価規則に準じて付される
べき評価額又は我が国において一般に公正妥
当と認められる会計の基準により付されるべ
き評価額をもって評価する。 

第45条（営業期間及び決算期） 

本投資法人の営業期間は、毎年3月1日から8
月31日まで、及び9月1日から翌年2月末日ま
で（以下、営業期間の末日をそれぞれ「決算
期」という。）とする。ただし、第1期営業
期間は、本投資法人の設立の日から2023年2
月末日までとする。 

第45条（営業期間及び決算期） 

本投資法人の営業期間は、毎年3月1日から8
月31日まで、及び9月1日から翌年2月末日ま
で（以下、営業期間の末日をそれぞれ「決算
期」という。）とする。 
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第46条（金銭の分配の方針） 

(2)利益を超えた金銭の分配 

本投資法人は、経済環境、不動産市場、賃貸
市場等の動向により本投資法人が適切と判断
した場合、又は本投資法人における法人税等
の課税の発生を抑えるために必要と判断した
場合、利益の額に本投資法人が決定した額を
加算した金額をもって、投資主に金銭の分配
を行うことができる。ただし、当該加算する
金額は、法令等（投信協会の規則等を含
む。）に定める金額を限度とする。 

第46条（金銭の分配の方針） 

(2)利益を超えた金銭の分配 

本投資法人は、経済環境、不動産市場、賃貸
市場等の動向により本投資法人が適切と判断
した場合、又は本投資法人における法人税等
の課税の発生を抑えるために必要と判断した
場合、利益の額に本投資法人が決定した額を
加算した金額をもって、投資主に金銭の分配
を行うことができる。ただし、当該加算する
金額は、法令等（資産運用業協会の規則等を
含む。）に定める金額を限度とする。 

第49条（投信協会規則） 

本投資法人は、本規約に定めるほか、金銭の
分配にあたっては、投信協会の定める規則等
に従うものとする。 

第49条（資産運用業協会規則） 

本投資法人は、本規約に定めるほか、金銭の
分配にあたっては、資産運用業協会の定める
規則等に従うものとする。 
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第２号議案：執行役員１名選任の件 

 執行役員荒木亨は、任期の調整のため、本投資主総会の終結の時をもって辞

任いたします。そのため、本投資主総会の終結の時をもって改めて執行役員１

名の選任をお願いするものです。 

本議案において選任される執行役員の任期は、投信法第99条第２項及び本投

資法人規約第22条第１項ただし書の定めにより、選任後２年を経過した日の翌

日から30日以内に開催される執行役員の選任を議案とする投資主総会の終結の

時までとします。 

 なお、執行役員の選任に関する本議案は、2026年４月20日開催の役員会にお

いて、監督役員の全員の同意によって本投資主総会への提出が決議されたもの

です。 

 執行役員候補者は次のとおりです。 

氏   名 
（生年月日） 

略歴、本投資法人における地位及び担当、 
並 び に 重 要 な 兼 職 の 状 況 

 荒木
あ ら き

 亨
とおる

 
（1977年11月17日） 

2003年４月 株式会社オープンハウス 入社 営業本部 

2004年６月 株式会社創建ビルド 

      現株式会社オープンハウス・ディベロップメント 

      出向 同社開発事業部 

2005年７月 株式会社泊ビルド 

      現株式会社オープンハウス・ディベロップメント 

      出向 同社開発事業部 主任 

2008年10月 株式会社オープンハウス・ディベロップメント 

      出向 同社開発事業部 課長 

2014年４月 同社 マンション開発事業部 次長 

2014年10月 同社 法人事業部東京法人部 次長 

2019年４月 同社 アセットマネジメント事業推進部 次長 

2021年４月 株式会社オープンハウス・リアルエステート 

      同社 アセットマネジメント事業推進部 次長 

2021年４月 株式会社オープンハウス不動産投資顧問 

      出向 取締役 投資運用部長（現任） 

2024年７月 オープンハウスリート投資法人 執行役員（現任） 

・上記執行役員候補者は、本投資法人の投資口を所有していません。 

・上記執行役員候補者は、本書日付現在、本投資法人が資産運用委託契約を締結している

株式会社オープンハウス不動産投資顧問の取締役投資運用部長です。その他、本投資法

人との間には、特別の利害関係はありません。 

・上記執行役員候補者は、本書日付現在、本投資法人の執行役員として、本投資法人の業

務全般を執行しています。 

・本投資法人は、投信法第116条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会
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社との間で締結し、被保険者が本投資法人の役員としての職務につき行った行為に起因

して損害賠償請求を受けたことにより負担することになる一定の損害賠償金及び争訟費

用等の損害を一定の範囲で当該保険契約により補填することとしています。また、当該

保険契約の期間満了の際には、同内容の契約を再度締結する予定です。上記執行役員候

補者は、本書日付現在、執行役員として当該保険契約の被保険者に含まれており、選任

が承認された場合は引き続き被保険者に含まれることになります。 
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第３号議案：監督役員２名選任の件 
 監督役員高松薫及び林誠一郎は、任期の調整のため、本投資主総会の終結の

時をもって辞任いたします。そのため、本投資主総会の終結の時をもって改め

て監督役員２名の選任をお願いするものです。 

本議案において選任される監督役員の任期は、投信法第101条第１項及び本

投資法人規約第22条第１項ただし書の定めにより、選任される本投資主総会の

終結の時より、選任後２年を経過した日の翌日から30日以内に開催される監督

役員の選任を議案とする投資主総会の終結の時までとします。 

 なお、投信法及び本投資法人規約第20条の定めにより、監督役員の員数は、

執行役員の員数に１を加えた数以上であることが必要とされています。 

 監督役員候補者は次のとおりです。 

候補者 
番 号 

氏   名 
（生年月日） 

略歴、本投資法人における地位、 
及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 

１ 
高
たか

 松
まつ

  薫
かおる

 
（1953年８月16日） 

1978年４月 足立・ヘンダーソン・宮武・藤田法律事務所

アソシエイト／パートナー弁護士 

1981年９月 米国ロサンゼルス市シェパード・マリン・リ

クター・ハンプトン法律事務所 トレーニー

として出向 

1992年11月 岡本・鈴木・高松法律事務所設立パートナー

弁護士 

1999年３月 隼国際法律事務所（現隼あすか法律事務所）

パートナー弁護士（現任） 

2005年４月 ジョイント・リート投資法人（現積水ハウ

ス・リート投資法人）監督役員 

2013年６月 株式会社Ｒｅｓｏｒｔ ＆ Ｍｅｄｉｃａｌ 

Ｉｎｖｅｓｔｍｅｎｔ（現株式会社リゾート

＆メディカル）監査役（現任） 

2013年11月 株式会社レスポートサック ジャパン 

      取締役（現任） 

2016年８月 株式会社セルジオロッシジャパン 

      取締役（現任） 

2022年５月 オープンハウスリート投資法人 

      監督役員（現任） 
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２ 
林
はやし

 誠
せい

一郎
いちろう

 
（1976年４月12日） 

2008年12月 新日本有限責任監査法人（現ＥＹ新日本有限

責任監査法人）入所 金融サービス部 

2013年10月 同所 シニアスタッフ 

2016年５月 ホワイトカメリア合同会社 設立 

      代表社員（現任） 

2016年８月 ミドルウエスト合同会社 設立 

      代表社員（現任） 

2018年２月 林誠一郎公認会計士事務所 設立 

      代表（現任） 

2019年４月 仙石山監査共同事務所 参画 

      パートナー（現任） 

2022年５月 オープンハウスリート投資法人 

      監督役員（現任） 

2022年８月 大東建託パートナーズ株式会社 

      監査役（現任） 

2022年８月 大東建託リーシング株式会社 

      監査役（現任） 

2022年８月 良部屋商务咨询（上海）有限公司 

      监事 

2023年４月 少額短期保険ハウスガード株式会社 

      監査役（現任） 

2024年９月 東京海上プライベートリート投資法人 
監督役員（現任） 

・上記監督役員候補者両名は、いずれも本投資法人の投資口を所有していません。 

・上記監督役員候補者両名と本投資法人との間には、いずれも特別の利害関係はありませ

ん。 

・上記監督役員候補者両名は、いずれも、本書日付現在、本投資法人の監督役員として、

本投資法人の執行役員の職務の執行全般を監督しています。 

・本投資法人は、投信法第116条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会

社との間で締結し、被保険者が本投資法人の役員としての職務につき行った行為に起因

して損害賠償請求を受けたことにより負担することになる一定の損害賠償金及び争訟費

用等の損害を一定の範囲で当該保険契約により補填することとしています。また、当該

保険契約の期間満了の際には、同内容の契約を再度締結する予定です。両監督役員候補

者は、本書日付現在、監督役員として当該保険契約の被保険者に含まれており、選任が

承認された場合は引き続き被保険者に含まれることになります。 
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第４号議案：補欠執行役員１名選任の件 

 執行役員が欠けた場合又は法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、

補欠執行役員の選任をお願いするものです。 

本議案において選任された補欠執行役員が執行役員となった場合の任期につ

いては、本投資法人規約第22条第２項の定めにより、前任者である執行役員の

残存期間と同一となります。 

 また、補欠執行役員の選任の効力は、執行役員に就任する前に限り、本投資

法人の役員会の決議により、その選任を取り消すことができるものとさせてい

ただきます。 

 補欠執行役員の選任に関する本議案は、2026年４月20日開催の役員会におい

て、監督役員の全員の同意によって本投資主総会への提出が決議されたもので

す。 

 補欠執行役員候補者は次のとおりです。 

氏   名 
（生年月日） 

略 歴 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 

関口
せきぐち

 貢
つぐ

正
まさ

 
（1967年６月８日） 

1991年４月 株式会社クレディセゾン 入社 

1994年10月 株式会社アトリウム（現セゾンリアルティ）出向 

1999年10月 株式会社アトリウム転籍 

2005年５月 株式会社アトリウム債権回収サービス 取締役 

2006年５月 株式会社アトリウム 取締役 

2007年２月 株式会社エー・アイ・シー 取締役 

2007年12月 株式会社エー・エム・ファンド・マネジメント 

 取締役 

2010年８月 株式会社ブルー・オーシャン・リアルティ 

 代表取締役社長 

2012年７月 株式会社ＯＨリアルエステート・マネジメント（現

株式会社オープンハウス・リアルエステート） 

 代表取締役社長 

2015年４月 ＡＲＫアセットマネジメント株式会社 

出向 代表取締役社長 

2021年８月 株式会社オープンハウス・リアルエステート帰任 

2024年７月 株式会社オープンハウス不動産投資顧問 

出向 代表取締役社長（現任） 

・上記補欠執行役員候補者は、本投資法人の投資口を所有していません。 

・上記補欠執行役員候補者は、本書日付現在、本投資法人が資産運用委託契約を締結して

いる株式会社オープンハウス不動産投資顧問の代表取締役社長です。その他、本投資法

人との間には、特別の利害関係はありません。 
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・本投資法人は、投信法第116条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会

社との間で締結し、被保険者が本投資法人の役員としての職務につき行った行為に起因

して損害賠償請求を受けたことにより負担することになる一定の損害賠償金及び争訟費

用等の損害を一定の範囲で当該保険契約により補填することとしています。また、当該

保険契約の期間満了の際には、同内容の契約を再度締結する予定です。上記補欠執行役

員候補者が執行役員に就任した場合は、当該保険契約の被保険者に含まれることになり

ます。 
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参考事項 

 本投資主総会に提出される議案のうちに相反する趣旨の議案があるときは、

当該議案のいずれにも、投信法第93条第１項及び本投資法人の現行規約第17条

に定める「みなし賛成」の規定は適用されません。なお、上記の第１号議案か

ら第４号議案までの各議案につきましては、いずれも相反する趣旨の議案には

該当しておりません。 

 

以 上 
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投 資 主 総 会 会 場 ご 案 内 図 
 

会場：東京都千代田区神田淡路町二丁目３番地６ 

淡路町トーセイビル２階 

株式会社オープンハウス不動産投資顧問 大会議室 

TEL 03-5295-7590 
 

交 通 

➊ 東京メトロ丸の内線「淡路町駅」より徒歩２分 

➋ 都営新宿線「小川町駅」より徒歩２分 

➌ 東京メトロ千代田線「新御茶ノ水駅」より徒歩３分 

オープンハウス不動産投資顧問 
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